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1.基 本情報

(1)案 件 名

(2)贈 与契約締結 日

及び事業期間

(3)供 与限度額

及び実績(返 還

額)

(珠)団 体 名 ・連絡 先、事

業担 当者名

(5)事 業変更の有無

カレン州パアン市における職業訓練学校運営事業(第3年 次〉

・贈 与 契約 締 結 日:2015年12月11日

・事 業期 間:2015年12月14日 ～2016年12月13日

・供 与 限 度 額:49
,174,358円

・総 支 出:49
,164,067円(返 還 額:54,可78円 、 利 息 円 含 む 。)

(ア)

(イ)

(ウ)

(エ)

(オ)

団 体 名:特 定 非 営 利 活 動 法 人 ブ リッ ジ エー シ ア ジャパ ン

電 言舌:03-3372-9777

FAX:03-5351-2395

E-ma目:info@baj-npo、org

事 業 損 当者 名:瀬 川 志 穂

事業変更承認の有無:無 し



2.事 業の概要 と成果

(1)上 位 目標の達成度

(2)事 業 内容

【訓練校卒 業生の就労機会の拡大 と地域の技 術力向土 、経済の活性化】

3年 間の本事 業で職 業訓練 を受 けた卒業生356名 の うち、297名 が職 を

得 られた。就労率は83%で ある。

卒 業生の半数 以上 が地元で職 を得て お り、技能工 と して地域社会の技

術力向上 ・経済活性化に貢献 している。以下 に事例 を挙 げる。

㊥ 現在 、カ レン州では 、政府 によ り各村へ公 共電 力ライ ンの設置が

急 ピッチで進 め られて いるが、各村の電気技術者 不足が課題 とさ

れてい る。電 気科 卒業生の7割 強が地 元の町や村 に帰 り、電気工

事の佳事 に就 いてい るため、電気 を普及 させ る技術者 と して地域

に貢献 して いる。 すでに電 気工事 グルー プの リー ダー と して働 い

て いる卒 業生 もいる。

⑧ 自動車整備科卒業 生の3分 の1が 地元の車両整備工場で働 いて お

り、 ミャンマー各地 と同 じく、卒業生の地元で も車の数が増 大す

る中、自動車整 備工 と して地域 に買献 している。また、農業中心の

地 元の村 にお いて 、農 業機械 のエ ンジンの修 理 を して いる卒 業生

や、機械技 術 を生か して地元 の村に水力発電 システム を作 ろ うと

している卒 業生 もお り、地域の ニーズに合 った技術で地域 に貢献

している例 もある。一方 、3分 の2の 卒業生は、ヤ ンゴンやマ ンダ

レー な どの大都市 で働 いて いる。 これ は、大都 市では圧倒的 に車

の台数が 多 く、 自動車整備の仕事 が多い ことに加 え、 さらに最 新

の技術 を学 びたい とい う卒業生 の向上心 の現 れで ある。彼 らも、

発展 しつつあ るミャンマーを技術的に支 えていると言 える。

⑧ ミャンマーでは、大都市のみな らず、地方 の小都市 、町村 において

も建設 ラ ッシュ とな って いる。 どの地域 でもスキル を持 った建設

作業員が不足 して いる状 況のなか、建設科卒業生の うち7割 弱 が

地元の建設現 場で働 いているため、各地域の発展 に貢献 して いる。

⑧ 溶接科卒 業生の35%は 、地元で金属製品を製作す る小工場 、車 の

板金 工場 、鉄骨造 りの建設現場等で働 いている。ある卒業生は 、技

術者 のぼ とん どいない村で 自分 で店 を開 いてコ ミュニテ ィに貢献

している。一方 、65%は 、ヤ ンゴンで働 いている。これは、ヤ ンゴ

ンにある 日系企業(橋 梁製造企業 、建設会社)が 数 多 くの卒業生 を

採灘 して くれた こ とが寄与 して いるが 、その他 に も、大規摸 な建

設現 場で溶接工 と して働いてお り、発展 しつつあ る ミャンマー で

進むインフラ整備 を支えている。

(ア)研 修生の選抜

⑧ 全国紙の新聞に応募要項 ・応募用紙を掲載するとともに、カレン

州内の各タウンシップ係官への管轄する町村に対する周知 ・配布

依頼、パアン市内の各 聡0事 務所や公共施設などを通 じた関連地



⑳

域への配 布依頼 を通 じて、訓練 生の募集 を行 った。その結果、定員

の2.4倍 か ら5.8倍 の応募 を得 ることができた。

カ ウンターパー トである国境省教育訓練局(DET)、 カ レン州政府 、

当団体で学生選抜委員会 を組織 し、委員会で合意 された明確 な選

抜 基準 に基づ き、書類選抜 、面接 を経 て、地域のやる気のある青年

合計153名(3年 次)を 適正に選抜 した。

〈選抜 内訳 〉

建設科第4期21名 、自動車整備科第3期32名 、第4期25名 、電

気科第3期25名 、第4期25名 、溶接科第2期25名

(イ)職 業訓練(理 論 ・実技)の 実施

⑧4科 目及び 自動車 整備科特 別講座 の職業訓練 を行 った。各科の詳細

は 、以下の とお りである。

① 建設科

(第4期:21名 入学、16名 卒 業/訓 練期間:6か 月)

・ ミャンマー で典型的な建 築で ある木造建築
、 レンガ造建 築、

鉄筋 コンク リー ト(RGC)建 築の基礎施工技術習 得 を目指 し、

カ リキ ュラム 内容 は、木工 、石工、鉄筋加工 の3科 目と した。

・2年 次 に策定 したカ リキ ュ ラム を改定 し
、訓練 内容の改善 を

図 った。また 、それに沿 って教 科書 も期毎 に改 定 した。

・ オ ンザ ジ ョブ研修(OJDと して
、実際の訓練学校の建物(学

校 フェンスの一部、守衛 所)を 建設 した。

な お、3年 次の建設物は、以下の とお りである。

建設物 建設作業者

学校 フェンス

学校ゲー ト

守衛所

外部熟練労働 者(BAJ建 設エ ンジニアの監督の下)

謂練生OJT(一 部)

外部熟練労働 者(BAJ建 設エ ンジニァの監督の下)

溶接科訓練 生OJT(一 部〉

建設科訓練生OJ丁

② 電気科

(第3期:25名 入学 、24名 卒 業、第4期:25名 入学 、24名 卒業

/訓 練期闇:各3か 月)

・ 屋 内電 気配線 に関す る技術訓練 を行 った。

・2年 次に策 定 したカ リキュラム を、期毎 に改 定 しなが ら、訓練

内容の改善 を図 った。また 、それに沿 って教科書 も期毎に改定

した。

・OJτ として、学校構 内施設の電気配線 ・修 理や、外部の電気工

事現場 での作業 を行 った。
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・ 現在 ミャンマーで ニーズの高いエア コン設置 の基礎 を
、第4期

か らカ リキュラム に導入 した。

・ 日本 か ら電気専門家 を7か 月半派遣 し
、電気工事やエア コン

設置 につ いて、イ ンス トラク ター および訓練 生へ の技 術指導

を行 った。また、カ リキュ ラム内容の最 適化や資機材に関す る

助言 も行 った。これ によ り、ミャンマー で今 後求 め られ る正 し

い技術、国際標準 の技術 を、イ ンス トラクターや訓練生は学ぶ

こ とがで きた。また、安全 や整理整頓 といった技術者 と して基

本的かつ重要な事柄 も徹底 して教 えた。

・4年 次 は
、エア コン設置 の授 業の本格導入 に加 え、無電化地域

の多 いこの国でニー ズの高 いrソ ー ラー発 電 システム設置 ・保

守」の授業 も行 うため、ソー ラー システム設置 トレーニ ング を

カ レン州で手掛 けて いる狸本のNGOか ら、技 術支援 を受 けた。

③ 自動車整備科

(第3期:32名 入学 、30名 卒業 、第4期:25名 入学、24名 卒 業

/訓 練期間:各6か 月)

・ 単気筒 エンジン及び車の全 システム(エ ンジン、シャシ、電装)

に関す る技術訓練 を行 った。

・2年 次に策定 した カ リキ ュラム を
、期毎に改 定 しなが ら、訓練

内容の改善 を図 った。また 、それに沿 って教 科書 も期毎 に改 定

した 。

・ 日本か ら自動車整備専門家 を計8か 月派遣 し
、カ リキ ュラム

最適化、教授 内容 ・教授法や訓練資機材に関す る助言 、ミャン

マー 入イ ンス トラ クター及 び訓 練生への技術 指導 を行 った 。

これ によ り、ミャンマーで今後求め られ る正 しい技術 、国際標

準の技術 を、イ ンス トラクター や訓練生 は学ぶ ことがで きた。

また 、安 全や整理 整頓 とい った技術者 として基本 的かつ重要

な事柄 も徹 底 して教 えた。

④ 溶接科

(第2期:25名 入学 、22名 卒業/訓 練期間:6か 月)

・ アー ク溶接(被 服マ ニュアル溶接 、CO2ガ スシール ド溶接、TIG

溶接)、 ガス溶接、ガス切断 を申心 に、その他穴開け、切断 、

切削等金属 加工に関する技術訓練 を行 った 。

・2年 次に策定 したカ リキュラム を改定 し、訓練 内容の改善 を図

った。また、それ に沿って教科書 も期毎 に改定 した。

・ 日本人溶接 専門家を7か 月半派遣 し、カ リキュラム最適化 、

訓練 資機材 に関す る助言、ミャンマー人イ ンス トラクター ・訓

練生への技 術指導 を行った。



OJTと して 、訓練生 は外部 注文の製 品であるベ ッ ドや ブランコ

な どの製 作 を行 った。

・ 外部 の溶接工 場や職業訓練 を視察 するスタデ ィツアー を実施

し、実際の現場 で どの よ うな溶接技術 が使わ れ ているか を学

習 した。

・ 訓練 が休講 となる3年 次前期 には、さらに技術 を学びたい卒

業生 を対象 に、OJTを 行 った。卒 業生 は、外部注文の製 品やゲ

ー ト等学校 内設備 ・機材の製作 や
、よ り高度な溶接技術 を練 習

す る ことで、スキルァ ップを果た した。

⑤ 自動車 整備 科特別講座f電 子制御燃料噴射装置対応」(EFI科)

(第2期:10名 受講、9名 修 了、第3期:8名 受講 、8名 修 了/訓

練期間:1か 月)

・ 自動車整備 科卒 業生の うち成績優 秀者 を対象 に、田 科 を開

講 した。

・ ミャ ンマー 国 内で主流 に な りつつ ある電子 制 御 式の車 の原

理 ・構 造か ら点検 ・修 理法 の訓練 を行 った。

・ な お、開講前 には当団体 の 自動車 整備」:が、 ミャンマー人 イ

ンス トラク ターに対 してEFIの 技 術研修 を行 い、さ らに、開

講中には訓練 内容、教 え方 に関す る助雪 を行 った。

⑧ 中間試験 、最終試 験の結果や授業への 出席率及 び生活態度に よ り

合 否 を判 定 し、 合 格 者 に は 「Achievement」 、 不 合 格 者 に は 、

rCompletion」 の修 了証書 を授与 した。3年 次卒 業生計{40名 の う

ち、可34名 がrAGhievement」 、6名 がrCompletion」 の修 了証書 を

得た。 ミャンマー では現在、 自動車整備士 や溶接 技術等の国家資

格 を策定中であるが、本校の修 了証書は、国境省教育訓練局(旺T)

代表者の署名 入 りのため、求職 の際 に有利で ある。

⑧ パア ンで職業訓練 事業 を実施 している他 の 湘0の 活 動を当校訓練

生が見学 した り、他 聡0の 訓 練生の嶺校見学 を受 け入れた りし、

互 いの訓練 内容 を知 り、意 見交換 を して当校 の訓 練内容改善 につ

な げた。

(ウ)卒 業生の就労支 援 と就労 状況調査

⑧ 各科卒業生の就職 先 と して、パア ンやヤ ンゴンの企業、 ワー クシ

ョップや コン トラク ターに卒業生採用 を働 きか け、給与や手 当を

含む就労条件 をま とめた 「求人 リス ト」を作成 した。卒 業前 に全訓

練生に この リス トを配 布 し、一部の訓練生 は この リス ト中の就職

先に就職 した。

⑧ ヤ ンゴンに ある 日系企 業に対 しても、本訓練学校 卒業生の採用 を



働 きか け、 これ までの3年 間で 、日系企業に計37名 が就職 した。

内訳は、自動車関連会社(計6社)に 自動車 整備科卒業生13名 、

橋 梁製 造会社 に溶接科卒業生15名 、建設会社に溶接科卒業生3名

と自動車整備科卒業生 可名、電気工事会社 に電 気科卒業 生5名

(2017年2月15日 現在)。

㊥ また、「技能工採用のお願 い」r奨 学金のお願い」とい うチラシ を、

英語、1ヨ本 語で作成 し、 日本人会会報誌 やホー ムペー ジに掲載す

るなど して 日系 ・ミャンマー企業 に配布 し、卒業生採用や、当校へ

の支援 を呼びかけた。

〈各科への支援状 況〉

① 建設科

当団体 が ミャンマーの他地域 で実施 している小学校建設 の現場 、

及 びパ アンやヤ ンゴンの建設 コ ン トラクターや建設会社 を卒 業生

に紹介 した、

② 電気科

パア ン、お よびヤ ンゴンの電気 工事業者 を就職先 と して卒 業生に

紹介 した。また、日系の電気工事会社 も紹介 した。

③ 自動車整備科

パア ン及びヤ ンゴンの車の整備 工場 を卒業生に紹介 した。 また、

ヤ ンゴ ンで 日系企 業 が運営 す るデ ィー ラー や整備 工場 とも交 渉

し、整備士の採用オ ファーを受 け紹介 した。

④ 溶接科

パアン及びヤ ンゴ ンの溶接 ワー ク シ ョップ、及び 日系の橋 梁製 造

会社 、建設会社 を卒 業生に紹 介 した。

⑧ 就労状況調査は、卒業の約1か 月後、および5～6か 月後の計2回 、

電話等 によ り実施 した(各 科卒業生の就労状況は(3)達 成 され た

成 果を参照)。 また、パア ン近 郊やカ レン州各地 、およびヤ ンゴ ン

にて実際 の卒 業生就労 現場 への訪 問 も行 い、訓練生やその上 司に

インタ ビュー し、状 況 を確認 した。

(エ)職 業訓練学校の運営

⑧ 本校に常駐 しているDET職 員を含む学校運営委員会を組織 し、委

員会にて学校運営方針の決定や課題解決に対する迅速な意思決定

を行った。

㊥ 本校は全寮制として、訓練生に生活備品・学習備品を支給 し、食事

や宿泊場所を提供することにより、技術習得に専念できる生活環

境を整えた、

⑧ 校則に基づき、校内の規律を維持した。校則に違反した訓練生は、

学校運営委員会が面談において注意を与えた。校則は、実情に合



⑧

㊥

o

わせ、随時改定 した。

訓練生の傷 病時には、必要に応 じて病院での受診や家族 に連絡 し、

迅速かつ適 切な対応 を行 って いる。

土曜 日には技術 以外 の一般教養 ・知識 を学ぶ機会 を設 けた 。外部

か ら様 々な分野 の講師 を招 いて ワーク シ ョップを開催 した り、外

部 の施 設見学 を行 った。3年 次は、消防署 による防災講義 づ肖火実

習、カ レン州政府環境局に よる環 境教 育、交通警察官 による交通

安 全観修、保険局 による ドラ ッグに関す る講義、ラ イフスキル ワ

ー クシ ョップ等 を実施 した。

DET、 カ レン州政府か ら来賓 を招 き、以下の式典を開催 した。

<入 学式>

2015年 丁2月7[ヨ 建 設科第4期 、自動車整備科第3期 、電気科第3

期 、EFI科 第2期

2016年6月20日 自動車整備科第4期 、電気科第4期 、溶接科第2

期 、EF夏科第3期

く修 了証書授与式>

20{6年3月11日 電 気科第3期 、EFI科 第2期

2016年6月io日 建設科第4期 、自動車整備科第3期

2016年 可0月 フ日 電 気年斗第4期 、EFl示斗第3期

2016年12月9日 自動車整備科第4期 、溶接科第2期

(オ)ワ ーク シ ョップの開催

㊥ 本校にて、現地事 業責任者 、現地 調整員、各科イ ンス トラクター 、

経 理 ・学校運営担当者 らが 、学校運営 を振 り返 り、改善す るための

月例会議 を行 った 。抽出 した課 題 に基 づいて今後の改善 策 をま と

めた。訓練生管理手法か ら職 員の能力 向上 まで幅広 い問題 提起 と

改 姜提案がな され た。改善策 は、適宜実施 した。

⑧ ヤ ンゴンに おいて 、訓練科 に関連す る日系企業 を訪問 し、技術 ト

レン ドやニーズの闘 き取 り調査 を行 い、得 た情報 を必要 に応 じて

本校 訓練内容に取 り入れた 。加 えて、本校卒業生の各社 での採用

を働 きかけた 。そ の結果、前 述 のとお り、この3年 間で各科の卒

業生合計37名 が、 日系企 業に就職 した。

⑧ また、この2年 聞で、ヤンゴ ンにあ る日系企業(自 動車 関連4社 、

溶接 関連1社 、電気関連2社 、建設関連2社 、その他3社)が 、

本校 を視 察 した。訓練内容 に関す る助言 を受 けると ともに、卒 業

生 の採用 につ いて議論 した。また、メデ ィア関係2社 やJIGA調 査

団な ども取材 ・視察 に訪れた。

(カ)カ ウ ンターパー トとの関係

㊥ 当初 の計画 では、4年 次以降 か らDET職 員の巻 き込み を開始す る



(3)達 成 され た成果

予定で あったが、1年 次か らDETの 職 員に学校 に常駐 して もらい、

技術訓練 、学校運営 に関 して情報 を共有 し、意見交換 を行 って い

る。

⑭2015年12月 、2016年3月 、7月 、9月 に、首都 ネ ピ ドーにてDET

との定期四半期会合 をもち、事 業進 捗 を報告す るとともに、課 題

や今後について議論 した。

㊥ 以下の とお リミャンマー政府 要人が本校 を視察 した。

2016年7月1日 国境省 大 臣

2016年7月22日 国境省 教育訓練 局局長

20{6年8月29日 教育省 技術 ・職 業訓練局副局長

㊥DET及 びカ レン州政府か らは本校 の活動は高 い評価 を受けている。

また、良好 な協 力関係 を築 いて お り、当団体 の要 望に対 して十分

なサポー トを受けている。

1

2

建設 を予定 していた校 内施設 を、建設科訓練生のOJτ 等 によ り建

設 した。

各科の訓練生 は、 日本 か ら派遣 した 日本人専門家 によ り適切な助

言 を受 けた現地 イ ンス トラク ターか ら正 しい技術を身につ け、3年

間の総計 で、卒業生の83%が 就労 した(2017年2月 宋現在)。

〈就労 堵犬況言羊細 〉

① 建設科(第1期 ～第4期)

② 電気科(第1期 ～第4期)

③自動車整備科(第1期 ～第4期)

④ 溶接科(第1期 、第2期)

合計

卒業生

91名

107名

106名

52名

356名

就労者数

71名

94名

89名

43名

297名

(就労率83%)

なお、3年 次 では、卒 業生合計140名 の うち、122名 が就労 した。就

労率 は87%で ある(2017年2月 末現在)。

上記成果 は、指標 とした 「80%の 卒業生 が雇用 を得 られ る」 を達成

した といえる。 これ は、 この国での技術ニーズ に合致 した訓練 カ リキ

ュラム を作 成 して技術訓練 を行 った こと、 また就労支援 として 「求 人

リス ト」 を卒業生に配布 した ことが大 き く貢献 したと考 える。

卒業生の 半数 以上 は、本校 で学んだ技術 を生か し、地元 で仕事 をす

るこ とで地域 コ ミュニテ ィに貢献 して いる。一方、卒業後 に地 元を離

れ、ヤ ンゴンやマ ンダ レー 、パ アンで働 いている卒業生 もいる。

就労した卒業生の給与水準を調査すると、職種や地域によって差は



(4)持 続発 展牲

あ るものの 、お およ そ 日給5,000～81000チ ャ ッ ト、 も し くは月給

70,000～150,000チ ャ ・ントを得 て いるこ とが分か った。技能 を持 たな

い労働者の給与 は、パア ン近郊で 日給最大5,000チ ャッ ト程度 である

ことを考 えると、当校卒 業生 は、学 んだ技術 を生か して技能工 と して

働 くことで、よ り高 い収入 を得てい ることが確認 できた。

また、ヤンゴンの 日系企業15社 以上 に働 きか け、これまでに合計37

名の卒業生 が 日系企業に就 職 した(2017年2月16日 時 点)。 日系企業

に就職す ることは、正 しい技術 をさ らに学べ、また、将來的に 日本 で

研修 を受 ける機会 を得 られ る可 能性 もあるため、卒 業生の将來に とっ

て大変有意 義である。企 業側 か らも、安全作業や整理整頓 を重視 した

日本 式のや り方 で訓練 され た本訓練学 校の卒業生は、技術人材が不足

している この国 では、将 来的に企業 に貢献する人材 で ある、 とい う評

価 をいただ いている。また 日本 のNGOと 日系企業が人材育成の面で連

携す るこ とは、ODAの 意義 にも合致 してお り、良い事例 で ある と考 え

る。

4年 次以降も就労支援として ミャンマー企業や日系企業との関係を

深め、訓練内容の最適化及び卒業生の就労支援を進めていく。

3.学 生選抜委 員会 によ り、3年 次訓練 生計153名 が適切 に選抜 され

た。また、訓練生全員 が事務局 の適切 なサポー トを受 けた。

本訓練学 校事 業は6年 計画 で教育訓練局(DET)と 覚書 を結ん でいる、

日本NGO連 携無償資金協 力 としての事 業終 了後の4年 次 以降、訓練学

校 を 臓Tへ 引き継 ぐべ く、DE下職員 を巻 き込む予定であ ったが 、i年 次

か ら既に り難 職員に学校 に常駐 しても らい、学校運営や技術訓練につ

いて情 報を共有 し、意見交換 を行 った 。

また、3年 次 においては、5名 のDET教 員を約1か 月当校 に受 け入れ

(2016年11月7日 ～可2月1日 〉、当校 のカ リキ ュラムや指導要領 を学

んで もらった。彼 らは 、当団体か らDETに 当校 を引 き渡 した後の教 員

と して、今 後当校 に配属予定で ある。

4年 次以降 において は、本訓練学校運営事業 をDETへ 引き継 ぐため

に、DET職 員の本事 業への参加 を増 や し、事 業継続のための研修 を実施

す るとともに、DET職 員には訓練学校 イ ンス トラク ターだ けでな く、学

校 運賞や訓 練生への就 労支援に も携わ っても らう等 を通 じて、事 業の

運 営能 力を高 めてい くこ とを検討 してい く。

4年 次か ら6年 次 の資金 については、 日本財団か らの助成金 を受 け

ることが決定 した。また 、本部 においても本事 業へ の一般 か らの寄 付

金 を募 り、運営費用 に充て てい く。

さらにDETと カ レン弼政府 に対 し、独 自に学校運営予算枠 を確保す



るよ うに働 きか ける こと毛行 い、引 き渡 し後 も事業 が継続 して運営 さ

れるよ う持続発展性 を担保 して い く。

加 えて、政府予算だ けでな くOJTの 場 として外部 注文 を受 け、その

収益 を学校運営費に充て ることを検討 している。



3.事 業管理体制、その他

(1)特 記事項 1.日 本人専門家の派遣

日ホ か ら麹動車整備 および電気 ・溶接の專門家 を長期 にて派遣 し、

カ リキ ュラムの最適化や ミャ ンマー 人イ ンス トラク ター 及び訓練生

への技 術指導 を行 った。専 門家 は、今後 ミャンマー には海外の新 しい

技 術が どん どん流入 して くることに鑑み 、経験 や勘 に基 づ くミャンマ

ー流の技術で はな く
、1Eし い国際標準の技術 を、インス トラクター お

よび訓練生 に指導 した。また 、安全作業 や整理整頓 ・清掃 といった技

術 における基本 を徹底的に指導 した。

各專門家に よる活動は以下の とお り。

【自動 車 整 備 專 門 家:20拓 年4月 ～20可6年2月 末 、2016年7月 上 旬

～12月 上 旬 】

⑧

㊥

②

㊤

⑳

㊤

授業(理 論 ・実 習)に おける助言 ・指導

カ リキュラム ・資機材の最適化

中間 ・最終 テス ト(理 論 ・実習)の テス ト内容の確認 ・助言

蜜全 作業、5S(整 理 、整頓、清潔、清掃、躾)の 徹底

インス トラクターへの トレーニ ング

インス トラクター に対 し、教授技術全般に おける体 系的 トレー ニ

ングを実施 した。訓練生 コー スの進行に合わせ 、学 んだ ことをす

ぐに授 業で実践 できるように配慮 し進 めた。

インス トラクターの評価

【電 気 ・溶 接 専 門 家:2016年4月 下旬 ～12月 上 旬 】

⑧

㊥

⑧

◎

⑧

授業(理 論 ・実習)に お ける助言 ・指導

安全作業、5S(整 理、整頓 、清潔、清掃 、躾)の 徹底 と、作業場

への安全教育用等の啓蒙ポスター の掲 示

力 リキ ュラム ・資機材 の最適 化

中閤 ・最終テス ト(理 論 ・実習)の テス ト内容の確認 ・助言

インス トラクターへの トレーニング(電 気工事 、エアコン設置、

冷蔵庫)

2.本 事業活動 ・成果の広報

⑧2016年3月17日 、一時帰国 したプ ログラムマ ネー ジャーが、東

京にて本事 業の報告会 を行 った。ミャ ンマーや技術訓練 に興味 を

持つ会社員や学生20名 以上が聴講 に訪れた。

⑧2016年8月10日 、JICAに 要請 され 、東京で開催 された 「ミャン

マー国の職 業訓練に関するJICA醐 内説明会」にて、プログラム



マネージャーが本事業について報 告 した。説明会 には、JICAが ス

タデ ィツアー に招聰 した ミャ ンマー政府関係各省幹部 を始め、多

数 の 日本人関係者が出席 してお り、本事業 を ミャンマーでの職業

訓練事業の成功事例 と してア ピー ルす る良い機会 とな った。

● 本校 を視察 した メデ ィァ記者(日 本人)が 、2度 にわた りニ ュー

ス媒体に本校 の取組 について記事 を掲載 し、日系企業 に対する良

い広報 とな った。

●NHKか らも取材を受 け、ミャ ンマー国 内の ラジオ番組の中で本校

の取組が紹介 され た。

● ヤ ンゴンで、 日本商工会議所の メンバー企業が集まる会合 にて、

本校 の紹介 を行 い、本校卒業生の採用 をお願 い した。

● 東京本部で は、団体ホームペー ジ、メルマガ、フェイスブ ックや

寄付金募集 、また ミャンマー祭 り等へのイベ ン ト参加 を通 じて、

本事 業の広報 を行 った。

●2017年3月29日 、帰任す るプ ログラムマネー ジャー が東京 にて

本事 業の3年 間の成果 を報 告す る。

一♂灘織7磯
【添付書類】

①

②

③

④

事業 内容 、事業の成果 に関す る写 真

日本NGO連 携無償資金収支表(様 式4-a)

日本NGO連 携無償資金使用明細書(様 式4-b)

外部監査報告書


